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１．17年9月中間期の業績（平成17年 4月1日～平成17年 9月30日） 

(1)経営成績                   （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

17年9月中間期 110,528 △5.8 4,717 6.0 4,852 4.2 

16年9月中間期 117,381 △2.1 4,450 △45.5 4,656 △43.7 

17年3月期 239,458 11,317 11,565  

 
 

中間（当期）純利益 
1株当たり中間 

（当期）純利益 

 百万円 ％ 円  銭

17年9月中間期 3,371 16.3 61    82 

16年9月中間期 2,900 △36.0 53    18 

17年3月期 4,284 78    23 

(注)①期中平均株式数  17年9月中間期 54,539,952株  16年9月中間期 54,540,000株  17年3月期 54,539,987株 

   なお、当社は平成16年５月20日をもって１株につき２株の割合で株式分割を実施いたしました。１株当たり指標については比較を容易 

にするため、平成17年３月期期首に分割されたものとして記載しております。 

  ②会計処理の方法の変更  無 

  ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2)配当状況 

 １株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

 円  銭 円  銭

17年9月中間期 15    00  
16年9月中間期 15    00  

17年3月期  30    00 

 

(3)財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

  百万円   百万円  ％ 円  銭

17年9月中間期 120,069  59,123 49.2 1,084    04 

16年9月中間期 118,946  56,011 47.1 1,026    97 

17年3月期 120,872  56,595 46.8 1,037    36 

(注)①期末発行済株式数  17年9月中間期 54,539,855株  16年9月中間期 54,540,000株  17年3月期 54,539,970株 

②期末自己株式数   17年9月中間期 145株  16年9月中間期 －株  17年3月期 30株 
 
２．18年3月期の業績予想（平成17年 4月1日～平成18年 3月31日） 
 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 １ 株 当 た り 年 間 配 当 金 

   期 末  

  百万円 百万円 百万円  円 銭  円 銭

通 期 242,000  12,000 8,000 15 00  30 00

（参考）１株当たりの予想当期純利益（通期）146円68銭 

 

※上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき判断したものであり、既知・未知のリスクや不確定な要素などの要因により、実際の業績は

記載の見通しとは異なる可能性があります。なお、上記の業績予想については、連結添付資料の9ページをご参照ください。 
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１．中間財務諸表等 

（１）中間貸借対照表                                       （単位：百万円） 

 前 事 業 年 度 の 
当中間会計期間末 前中間会計期間末 

前年同期比 要 約 貸 借 対 照 表 

（平成17年9月30日） （平成16年9月30日）  （平成17年3月31日） 

期 別 

 

 

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 金 額 構成比

 （資産の部）  ％ ％  ％

流 動 資 産  94,361 78.6 93,670 78.8 691 94,725 78.4

 現 金 及 び 預 金 3,058 2,156 901 2,278

 関 係 会 社 預 け 金 1,117 1,233 △116 0

 受 取 手 形 715 863 △148 778

 売 掛 金 54,954 54,685 269 59,200

 た な 卸 資 産 25,358 25,490 △131 24,193

 繰 延 税 金 資 産 6,677 6,418 259 6,656

 そ の 他 2,595 2,897 △302 1,697

 貸 倒 引 当 金 △115 △75 △40 △80

固 定 資 産  25,707 21.4 25,275 21.2 432 26,146 21.6

 有 形 固 定 資 産 4,756 4.0 5,081 4.3 △325 5,094 4.2

 無 形 固 定 資 産 5,628 4.7 3,646 3.0 1,981 4,646 3.8

 投 資 そ の 他 の 資 産 15,322 12.7 16,546 13.9 △1,224 16,405 13.6

  前 払 年 金 費 用 6,076 4,421 1,654 5,189

  繰 延 税 金 資 産 4,534 6,894 △2,359 5,966

  そ の 他 4,846 5,549 △702 5,395

  貸 倒 引 当 金 △135 △318 183 △146

資 産 合 計 120,069 100.0 118,946 100.0 1,123 120,872 100.0

 （負債の部）   

流 動 負 債  44,712 37.3 45,336 38.1 △623 48,580 40.2

 支 払 手 形 1,959 2,332 △372 2,333

 買 掛 金 28,318 28,877 △559 32,578

 未 払 費 用 8,253 7,774 478 8,663

 未 払 法 人 税 等 1,934 1,914 19 549

 そ の 他 4,246 4,437 △190 4,455

固 定 負 債  16,233 13.5 17,599 14.8 △1,365 15,696 13.0

 退 職 給 付 引 当 金 16,233 17,598 △1,365 15,696

 そ の 他 0 0 － 0

負 債 合 計 60,946 50.8 62,935 52.9 △1,988 64,277 53.2

 （資本の部）   

資 本 金 9,670 8.0 9,670 8.1 － 9,670 8.0

資 本 剰 余 金 10,161 8.5 10,161 8.6 － 10,161 8.4

 資 本 準 備 金 10,161 10,161 － 10,161

  

利 益 剰 余 金 39,292 32.7 36,190 30.4 3,101 36,756 30.4

 利 益 準 備 金 275 275 － 275

 任 意 積 立 金 33,548 31,048 2,500 31,048

 中間（当期）未処分利益 5,468 4,866 601 5,432

   

その他有価証券評価差額金 0 0.0 △10 △0.0 10 7 0.0

自 己 株 式 △0 △0.0 － － △0 △0 △0.0

資 本 合 計 59,123 49.2 56,011 47.1 3,112 56,595 46.8

負 債 及 び 資 本 合 計 120,069 100.0 118,946 100.0 1,123 120,872 100.0
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（２）中間損益計算書                                       （単位：百万円） 

当中間会計期間 前中間会計期間 
前事業年度の 

要約損益計算書 

自 平成17年4月1日 自 平成16年4月1日 自 平成16年4月1日

至 平成17年9月30日 至 平成16年9月30日

前 年 同期比 

至 平成17年3月31日

期  別 

 

 

科  目 

金 額 百分比 金 額 百分比 増減額 増減率 金 額 百分比

   ％ ％ ％ ％

 売 上 高 110,528 100.0 117,381 100.0 △6,852 △5.8 239,458 100.0

 売 上 原 価 93,568 84.7 100,202 85.4 △6,633 △6.6 202,597 84.6

 売 上 総 利 益 16,960 15.3 17,179 14.6 △219 △1.3 36,861 15.4

 販売費及び一般管理費 12,243 11.0 12,729 10.8 △485 △3.8 25,543 10.7

 営 業 利 益 4,717 4.3 4,450 3.8 266 6.0 11,317 4.7

 営 業 外 収 益 261 0.2 288 0.3 △27 △9.6 411 0.2

 営 業 外 費 用 126 0.1 83 0.1 43 51.8 163 0.1

 経 常 利 益 4,852 4.4 4,656 4.0 196 4.2 11,565 4.8

 特 別 利 益 99 0.1 － － 99 － － －

 特 別 損 失 64 0.1 － － 64 － 4,481 1.8

 税引前中間（当期）純利益 4,887 4.4 4,656 4.0 231 5.0 7,084 3.0

 法人税、住民税及び事業税 1,791 1.6 1,695 1.4 96 5.7 2,062 0.9

 還 付 法 人 税 等 1,691 1.5 － － 1,691 － － －

 法 人 税 等 調 整 額 1,416 1.2 61 0.1 1,355 2,221.3 738 0.3

 中間（当期）純利益 3,371 3.1 2,900 2.5 471 16.3 4,284 1.8

 前 期 繰 越 利 益 2,097 1,966 130  1,966

 中 間 配 当 額 － － －  818

 中間（当期）未処分利益 5,468 4,866 601 12.4 5,432
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２．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

  イ．有価証券 

   子会社株式････移動平均法に基づく原価法 

   その他有価証券 

    ａ．時価のあるもの････中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

     （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

    ｂ．時価のないもの････移動平均法に基づく原価法 

  ロ．たな卸資産 

    ａ．商品、製品、半製品、原材料････総平均法に基づく原価法 

    ｂ．仕掛品････個別法に基づく原価法 

（２）固定資産の減価償却の方法 

  イ．有形固定資産････定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物         2～50年 

構築物       10～50年 

機械及び装置     2～ 8年 

工具、器具及び備品  2～20年 

 ロ．無形固定資産････定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(最長５年)に基づいて償却してお

ります。 

（３）引当金の計上基準 

   イ．貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

   ロ．退職給付引当金 

当社は確定給付型の制度として、退職一時金制度及び企業年金基金制度を設けております。 

従業員に対する退職給付の支給に充てるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会計期間末に発生していると認められる額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

企業年金基金制度においては、年金資産の額が退職給付債務の額を超えているため、前払年金費用とし

て中間貸借対照表の投資その他の資産の部に計上しております。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間より「「退職給付に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第３号 平成17年３

月16日）及び「「退職給付に係る会計基準」の一部改正に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

７号 平成17年３月16日）を適用しております。これにより営業利益、経常利益及び税引前中間純利益

は39百万円増加しております。 

 

（４）リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（５）その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

（６）金額の表示方法 

    金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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３．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

   当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。これによる損益に与える影響はありません。 

 

４．注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

当 中 間 会 計 期 間 末 前 中 間 会 計 期 間 末 前 事 業 年 度 末 

（平成17年 9月30日） （平成16年 9月30日） （平成17年 3月31日） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

5,725百万円 

２．当社においては、運転資金の効 

率的な調達を行うため取引銀行

１行と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結してお

り、取引銀行 11 行と貸出コミッ

トメント契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

 
当座貸越契約極度額及び 
貸出コミットメントの総額  13,000百万円 
借入実行残高           －百万円 
差引額           13,000百万円 
 

３．「関係会社預け金」は効率的な

資金運用を図るため、平成 15 年

９月から開始した日本電気株式

会社への預け金中間期末残高で

あります。 

 

４．消費税等の取扱い 

  仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性

が乏しいため、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額

5,455百万円

２．当社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行

１行と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結してお

り、取引銀行 11 行と貸出コミッ

トメント契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

 
当座貸越契約極度額及び 
貸出コミットメントの総額  16,000百万円 
借入実行残高           －百万円 
差引額           16,000百万円 
 

３．     同左 

 

 

 

 

 

４．消費税等の取扱い 

       同左 

１．有形固定資産の減価償却累計額

5,382百万円

２．当社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行

１行と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結してお

り、取引銀行 11 行と貸出コミッ

トメント契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当事

業年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

 
当座貸越契約極度額及び 
貸出コミットメントの総額  13,000百万円 
借入実行残高           －百万円 
差引額           13,000百万円 
 

３．「関係会社預け金」は効率的な

資金運用を図るため、平成 15 年

９月から開始した日本電気株式

会社への預け金期末残高であり

ます。 

 

４．   ―――――――― 
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（中間損益計算書関係） 

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度 

自 平成17年 4月 1日 自 平成16年 4月 1日 自 平成16年 4月 1日 

至 平成17年 9月30日 至 平成16年 9月30日 至 平成17年 3月31日 

１．営業外収益のうち主要なもの 

  団体保険配当金    141百万円 

  販売報奨金       32 

 

 

 

 

２．営業外費用のうち主要なもの 

  関係会社育成支援費用  91百万円 

  債権売却手数料     12 

 

 

 

３．特別利益のうち主要なもの 

  投資有価証券売却益  99百万円 

 

４．特別損失のうち主要なもの 

  経営改革施策費用   64百万円 

 

５．減価償却実施額 

有形固定資産     386百万円 

無形固定資産     419 

 

１．営業外収益のうち主要なもの 

  団体保険配当金    162百万円

  投資信託分配金     30 

 

 

 

 

２．営業外費用のうち主要なもの 

  コミットメントフィー  12百万円

  債権売却手数料     11 

  固定資産廃棄損     34 

  為替差損        14 

 

３．   ―――――――― 

 

 

４．   ―――――――― 

 

 

５．減価償却実施額 

有形固定資産     397百万円

無形固定資産     272 

 

１．営業外収益のうち主要なもの 

  団体保険配当金    162百万円

  販売報奨金       76 

  保険事務代行手数料   53 

  投資信託分配金     30 

  受取保険金       26 

 

２．営業外費用のうち主要なもの 

  コミットメントフィー  25百万円

  固定資産廃棄損     63 

  債権売却手数料     27 

  為替差損        21 

 

３．   ―――――――― 

 

 

４．特別損失のうち主要なもの 

  経営改革施策費用  4,481百万円

 

５．減価償却実施額 

有形固定資産     899百万円

無形固定資産     580 
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（リース取引関係）                                       （単位：百万円） 

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度 

自 平成17年 4月 1日 自 平成16年 4月 1日 自 平成16年 4月 1日区 分 

至 平成17年 9月30日 至 平成16年 9月30日 至 平成17年 3月31日

１．リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス･リース取引 

 

①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末（期末）残高相当額 

 

 取得価額相当額  

  建 物 及 び 構 築 物 885 885 885 

  工具、器具及び備品 6,737 9,118 9,923 

  車 両 及 び 運 搬 具 6 10 6 

  ソ フ ト ウ ェ ア 392 392 392 

  合 計 8,022 10,406 11,209 

 減価償却累計額相当額    

  建 物 及 び 構 築 物 563 435 499 

  工具、器具及び備品 3,443 5,727 6,162 

  車 両 及 び 運 搬 具 4 5 3 

  ソ フ ト ウ ェ ア 314 235 274 

  合 計 4,325 6,404 6,940 

 中間期末（期末）残高相当額    

  建 物 及 び 構 築 物 322 450 386 

  工具、器具及び備品 3,293 3,390 3,761 

  車 両 及 び 運 搬 具 2 4 3 

  ソ フ ト ウ ェ ア 78 157 117 

  合 計 3,696 4,002 4,268 

     

②未経過リース料中間期末（期末）

残高相当額 

   

  １ 年 内 1,652 2,164 1,993 

  １ 年 超 2,111 1,939 2,362 

  合 計 3,763 4,104 4,356 

     

③支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

   

  支 払 リ ー ス 料 1,306 1,290 2,492 

  減 価 償 却 費 相 当 額 1,245 1,231 2,377 

  支 払 利 息 相 当 額 41 46 88 

 

 ④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 ⑤利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については利息法によってお

ります。 

 

（有価証券関係） 

当 中 間 会 計 期 間 末 前 中 間 会 計 期 間 末 前 事 業 年 度 末 

（平成17年 9月30日） （平成16年 9月30日） （平成17年 3月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。 

同 左 同 左 

 

 


